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Ⅰ　はじめに

　近年，いじめや不登校など教育現場で発生す
る問題は1つ1つの出来事が容易に解決できる
ものではなく，かつその種類は多岐にわたり，
そのため対応にあたる教師は大変な困難さを抱
えていることが予想される。教師が行う教育相
談はその問題解決の際に有効な手立ての１つで
あろう。ただし，教育相談がその場凌ぎのサー
ビスにならないために，教師のどのような教育
相談活動が問題の解決に有効なのかが明らかに
されなければならない。そのためには，教師の
行う教育相談に関して質の高い研修が必要であ
るだろう。その望ましい研修を考えるためには，
教育相談について「時代に即応するために絶え
ず新しい学習と研究が要求されている」（宮本
ら，1987）との指摘どおり，教師が行う教育
相談の研修に関する研究が重要である。しかし，
教師が行う教育相談の研修に関する研究は未整
理の状況にあるため，本研究ではその研究状況
を俯瞰し，研究の問題点を明らかにすることを
目的として文献をレビューした。なお，心理臨
床の専門家が行う教育相談と区別するため，教
師が行う教育相談を学校教育相談と呼ぶことも
ある（氏原ら，1999）が，本研究では心理臨
床の専門家が行う教育相談を対象とせず，教師
が行う教育相談のみを対象としており，煩雑な
表記を避けるため，あえて学校教育相談という
名称を使用していない。
　文献収集方法についてであるが，CiNii（国

立情報学研究所学術情報ナビゲータ）において
「教育相談＋研修」でタイトル検索してヒット
した全ての論文の内容をチェックした。そして，
教育相談活動の紹介のみの文献や生徒への教育
相談の効果研究などの教育相談の研修に触れて
いない文献を除き，計56本を本研究の対象と
した。

Ⅱ　教師が行う教育相談の研修に関する
　　研究
　教師が行う教育相談の研修に関する研究は実
践報告，論考，調査研究（歴史的変遷に関する
文献的研究，効果研究，実態調査研究，意識調
査研究）に分類されたため，それぞれについて
レビューしていくこととする。

Ⅱ－１　実践報告
　これは実施された研修についての報告を実践
報告として分類した。なお，研修を報告し，そ
の結果をもとに詳しく教育相談研修について考
察している研究は実践報告ではなく，論考に分
類した。
　大野ら（1997）は校内研修のあり方について，
各学校の取り組みを紹介している。例えば，校
内研修を実際の事例を検討する場にするなど，
教師が何に困っているのかというニーズを捉え
ることの重要さ，参加型の研修の重要さなど，
校内研修の重要なポイントが実践的に明らかに
されている。他に校内研修の実践報告について
は小玉（1999）がある。そこでは事例検討やロー
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ルプレイなどの校内研修の実践を紹介し，相談
室にアドバイスを求めに来る教師が増加したこ
となど，校内研修の効果についても述べられて
いる。
　グループ・エンカウンターの研修については
林（1998）が挙げられる。教育相談研修とし
て実施した構成的グループ・エンカウンターの
実際を紹介し，参加者の感想から研修の効果と
問題点を考察している。瀬戸（2010）でも教
職員を対象にしたグループ・アプローチ研修に
ついて具体的な手続きとともに紹介されてい
る。
　盲・聾・養護学校の研修については，高嶋
（2004）が報告している。教師58名が自主的
に参加した「教育相談担当者自主的研修」は計
9日間，教育相談概論や心理検査の実技，教育
相談場面の観察などがプログラムとして実施さ
れている。
　新たな研修の試みとして，網谷（2007）は
題材に着目している。教育相談研修において事
例検討が行われることがあるが，事例報告者の
守秘義務の点から事例の情報に限界があり，そ
れが事例を聞く際の理解の妨げになる場合があ
るという問題意識から，映画を題材にして教育
相談研修を行い，その実践を報告している。そ
の結果からは，事例を生き生きと体験する題材
が参加者の動機付けを高め，研修の意義も高め
ると述べている。
　継続的な研究報告としては，青木ら（1998, 
1999, 2000, 2001）は現職教師や教育相談に
関わる人を対象とした教育実践総合センターの
研修の内容を紹介している。そして，前年の調
査の反省を翌年の研修に生かす形で計4回実施
している継続性が特徴であろう。このように継
続性をもった研修報告は他には見られなかっ
た。
　小林（2011a, 2011b, 2012a, 2012b），早川
（2011a, 2011b, 2011c, 2011d, 2011e），喜
田（2011），大熊（2011），副島（2012）は「2
人からできる校内研修」というテーマのもと，

校内研修会において使われる具体的な手法につ
いて，「児童生徒理解のための方法」と「支援策，
解決策を柔軟に発想する方法」について全12
回にわたり紹介している。研修内容の複数の手
法について，わかりやすく紹介している点が特
徴的であろう。
　その他の実践報告としては中野（1994），井
坂（1997），岩田（1999），伊藤（2005），鈴
木（2006），谷内口（2008），岩月（2010a, 
2010b）が挙げられる。
　以上，教師が行う教育相談の研修に関する報
告について見てきたが，教師が何に困っている
のかというニーズを捉えることの重要さ，参加
型の研修の重要さなどが指摘されていた。また，
盲・聾・養護学校の研修も含め，各学校の研修
の具体的な報告が多く見られた。その中には構
成的エンカウンターグループや映画を題材に
使った研修など，実験的な新たな試みの報告も
見られた。また，継続的な報告は青木ら（1998, 
1999, 2000, 2001）を除いて見られなかった
が，報告を次の研修に生かすためには単発の研
修報告ではなく，継続的な実践報告も今後必要
であると考えられる。

Ⅱ－２　論考
　教師が行う教育相談の研修に関する研究のう
ち，調査研究ではなくかつ実践報告がないもの，
あるいは実践の報告をもとに詳しく研修につい
て考察しているものを論考として分類した。
　森上（1966）では教育相談の研修の内容と
方法は，教育相談の位置づけや担当者の果たす
役割との関連が無視できないとして，一般教師
の段階，教育相談担当者の段階，専任学校教育
相談担当者の段階という3段階に応じた研修プ
ランの確立が提唱されている。段階に応じた研
修という点で同様のことを提唱しているのが栗
原（1996）である。そこでは教育相談の守備
範囲について3領域で説明し，心理臨床的領域
と一般的教育活動領域の中間にある教育相談的
領域の活動が今後重要になると指摘し，教師
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の意識や力量に応じた研修の重要性を説いて
いる。段階的な研修方法も含め，飯野（2002）
はより包括的に教育相談に関する研修の問題点
を指摘し，教育相談の概念や定義，範疇を明確
にする概論を確立すること，教育相談の研究法
を整備すること，研修の体系化を確立すること
が今後必要であると述べている。
　松田（1999）は教育相談研修法に関しての
論考である。授業や普段の生徒との会話の中，
生活日誌の中などに教育相談の心が生かされる
ためにも，身近で活用幅の広い研修が必要であ
ると述べている。
　肢体不自由養護学校において教育相談を担当
するスタッフの機能や専門性，研修については
徳永（2001）が論じている。障害をもつ生徒
の教育相談担当者の機能について説明し，相談
担当者の研修で重要な点はいかに実践力を高め
るかにあると説いている。その他の論考として
は柳浦（1996），松本（2001），小澤（2007）
などがある。
　以上，教師が行う教育相談の研修に関する論
考を見てきたが，段階に応じた研修プランの必
要性，研修の体系化の必要性が数本の研究で指
摘されていた。これは逆に言えば，教師が行う
教育相談の研修が体系化されていない状況を示
しており，その一因としては飯野（2002）が
指摘しているように，教育相談活動の範疇の不
明確さが関連していることが考えられるだろ
う。

Ⅱ－３　調査研究
　調査研究は方法と内容から，研修の歴史的変
遷に関する文献研究，研修の効果研究，実態調
査研究，教育相談の研修に関する意識調査研究
という四領域に分類されたため，それぞれの領
域ごとに文献をレビューする。

（1）研修の歴史的変遷に関する文献研究
　和井田（2009a, 2009b）は，教育相談の創
始者と言われる小泉英二の教師研修に関わる業

績を検討し，1954年から1990年前後までの
教師研修の変遷を六期に分けて見ている。第一
期（1954 ～ 60年）は知能検査や，性格検査
などが研修内容にあり，「教員たちに治療的な
技法も含めて新しい技法をいわば技術を翻訳し
ていくように紹介していこうという啓蒙的な方
向」が目指され，「医療モデルに基づいた研修」
が行われていた。第二期（1961 ～ 65年）は
カウンセリングの理論と技術，問題行動と非行，
テスト技術に関する研修が行われていた。第三
期（1966 ～ 70年）は研修内容が受講者と協
議しながら決めるという「個々の教員のニーズ
を基本的にすえた研修」であった。第四期（1971
～ 75年）はそれまで小中学校の教員を対象と
していたが，対象を高校の教員にも広げ，研修
内容の幅もより広くなっていた。第五期（1976
～ 80年）は事例検討を中心に行われていた。
第六期（1980年以降）は研修が，初級・中級・
上級に分かれて行われていた状況が伺われる。
　以上，研修の歴史的変遷に関する文献研究を
みたが，小泉英二の業績をもとにした2本の論
文しか見当たらず，現在に至るまでの研修内容
と方法の変遷の背景を知るためには，さらなる
文献研究の積み重ねが今後望まれる。

（2）研修の効果研究
　志賀・内田（2009）では高校教師への受容
的応答訓練が生徒への面接技術や生徒の教師へ
の信頼感にどのような効果を及ぼすのかが検討
されている。その結果，訓練プログラムを受け
た教師は生徒に安心感をもたらしやすく，様々
な生徒の問題行動の解消や予防につながること
が示唆されている。プログラムを受けた教師の
主観的な効果の測定ではなく，生徒の立場から
プログラムの効果を測定している点で貴重な研
究であると思われる。研修後の習得度について
はまた，梶田（2010）が29名の教師への意識
調査を質問紙法で行っている。それによれば，
6割以上の教師が教育相談の校外研修参加した
経験があるにもかかわらず知識が身についてい
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ないことが明らかにされており，研修後のアン
ケートのみならず，習得度を調査する研究が今
後望まれていることがわかる。
　東条・前田（1993）は教育相談研修の効果
として，教師の指導態度がどのように変容し，
維持されていくかについて検討している。対象
者は教育相談初級講座のみを受講した教師（初
級群），初級講座と中級講座を受講した教師（中
級群），研修を受講した経験のない教師（統制群）
の計64名である。その対象者に，研修受講前，
受講直後，6ヵ月後，12ヵ月後にアンケート調
査を行っている。その結果，実習研修が多い中
級群において研修効果が維持されやすい傾向が
示されている。一方，初級群に関しては受講直
後は研修効果が見られるが，時間経過とともに
研修効果が低下すること，受講前から教育相談
に関心の高い者ほど研修効果が維持されやすい
ことから，研修効果はカリキュラムの構成，受
講者の動機付けの高さにより異なることが報告
されている。時間軸の中で研修効果を調べた研
究は他に見当たらず，独自性のある研究である。
課題としては，認知面での行動変容については
測定されているが，行動面での変化の測定，生
徒への影響などが挙げられている。
　岩崎・田中（1995）はシステマティックア
プローチ（和歌山方式）といわれる教師をカウ
ンセラーと見立てた教育相談システムで3年以
上教育相談研修を積み，学校カウンセラーと
しての実力を持つと教育相談主事が認めた教
師44名を対象に教育相談活動の実態と問題点，
研修の効果についてアンケート調査を行ってい
る。その結果は，全員が教育相談研修に意義を
見出し，ほとんどの者が研修を教育活動に生か
せていること感じていることなどが示されてい
る。教育相談に意欲をもつ教師への研修効果研
究として捉えられるのではないだろうか。
　市橋・岩井（2011）は校外研修をうけた受
講者が研修課題をまとめ，今度はその受講者が
逆にリーダーとなって校内研修を実施し，その
校内研修の評価について参加教師の感想から調

べている。その結果，9割近くの参加教師が校
内研修に対して肯定的な評価を与えていた。「校
内研修と校外研修との有機的な関連を図ること
が重要である」との指摘どおり，校内研修だけ
を調査するのではなく校外研修との結びつきに
着目するなど，研修全体を俯瞰した研究が今後
重要であると思われる。
　以上，研修の効果研究を見たが，研修を受け
た教師の認知面という主観的な変化に関する効
果のみならず，客観的な行動面での変化に関す
る効果研究が見当たらなかった。教育相談の校
外研修参加した経験があるにもかかわらず知識
があまり身についていないとの研究結果がある
ことも踏まえると，研修をより効果的にするた
めには研修を受けた当事者の教師からの視点で
はなく，志賀・内田（2009）のように，研修
をうけた教師の変化を生徒がどう捉えるかとい
う研究が望まれるのではないだろうか。また，
市橋・岩井（2011のように，校内研修と校外
研修との関連に着目した効果研究の積み重ねも
今後重要であると思われる。

（3）実態調査研究
　研修内容と研修形態についての調査研究を実
態調査研究として分類した。
　松村ら（1986）は全国の都道府県立教育相
談センター，政令都市教育相談センター，東京
都区立および私立教育相談センターにおける教
育相談研修の実態を質問紙法により調査してい
る。その結果，都道府県の研修では初級・中級・
上級の3コースに分けて講座を行うところが多
く，初級では教育相談の概要についての内容，
中級は学校内の相談の担い手を養成する内容，
上級では学校あるいは地域の教育相談推進の中
心的役割を果たす人材養成のための内容が多い
ことなどが明らかになっている。また，松原・
萩原（1987）は全国の都道府県立教育研究所
および大都市教育研究所の48教育研究所を対
象に研修会名・対象・日数等について質問紙調
査を行った結果，研修会名としては教育相談研
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修講座あるいは学校カウンセラー講座とされて
いること，初級・中級・上級と段階的に研修が
進むこと，20～ 50名の教師を対象に4～ 6日
間研修を行うところが多いことなどを明らかに
している。同様の全国規模の実態調査としては，
下司ら（2005）が挙げられる。2002年に全国
の教育センターや教育研究所計68箇所で行わ
れた教師への教育相談研修の実態を質問紙調査
した結果，発達障害（LDやADHD）に関する
研修が多く，特殊教育から特別支援教育への転
換という近年の動向が反映されていることが指
摘されている。また，松原・萩原（1987）と
比べ，スクールカウンセラーの導入により分業
が進んだために，より専門的な分野であるカウ
ンセリングの技法や検査に関する研修が大きく
減っていることが明らかにされている。
　石田（2000）は全国60の都道府県・指定都
市教育委員会の教育センターにおける教育相談
研修の実態を質問紙法で調査している。それに
よれば，教育相談担当者や生徒指導主事の教育
相談研修を行う教育センターは増加しているこ
と，初級・中級・上級と系統的に内容を配分し
ていたのは半数程度であることなどが明らかに
なっている。
　栗原ら（2005）は全国の教育センター計60
機関を対象に，教師の生徒指導に関わる力量を
形成するためにどのような研修が行われている
のかを調査している。その結果，教職経験年
数研修の初任者研修，10年次研修においては，
教育相談に関する研修平均時間は4時間程度で
あること，しかし機関により研修時間に格差が
あること，生徒指導と教育相談を厳密には分け
ていないことが示されている。体系的研修につ
いては，24機関で行われており，初級・中級・
上級あるいは基礎・応用・発展というステップ
アップ型研修が多かった。今後の課題としては
研修講座の体系的再構築の必要性，体系的な知
識や理論を研修するための講座の必要性，人材
要請という戦略的な視点と明確な目的をもっ
た体系的な研修講座の欠如と必要性，生徒指

導・教育相談のめざす方向性の不明確性などが
課題として示唆されている。さらに，この研究
の課題として必要性が明らかになった体系的な
知識や理論を研修するための講座の中に位置づ
けられる教師のアセスメントについて，栗原ら
（2006）は教師の意識や実態を調査し，生徒
指導・教育相談の力量形成のための研修プログ
ラムのあり方について提言している。具体的に
は小学校・中学校教師1054名を対象とし，質
問紙法で教師のアセスメント力を測定し，小学
校・中学校間，役職別・経験別でみた問題への
対応の的確性などを分析している。その結果，
設問への全体の正答率が40.4％であったこと
から，教師のアセスメント力の低さを指摘し，
力量ある教師を養成するためには研修を積み重
ねる必要があること，今後はアセスメント力の
育成に焦点を当てた研修の実施が望まれること
が示唆されている。その他の実態調査研究とし
ては伊藤（1997），佐々木（1999）などがある。
　以上，実態調査については，全国規模の実態
調査がこれまでいくつか実施されていることが
わかった。まず，栗原ら（2005）の研究で指
摘されている通り，機関により研修時間に格差
があること，体系的研修については約半数の機
関でしか行われていないことが明らかになって
おり，教育相談の研修が時間・方法の点で統一
されていない現状が浮かび上がっている。この
現状から，研修プログラムの体系化にむけた調
査研究が必要になるのではないだろうか。また，
下司ら（2005）がスクールカウンセラーの配
置前後での研修の実際の変化を明らかにしてい
るが，その後は全国規模での実態調査は行われ
ていない点が課題であろう。

（4）教育相談の研修に関する意識調査
　宮本ら（1988）は受講者の事前のニーズや
期待，受講後の満足度などについての調査研究
を行っている。具体的には千葉市教育センター
の学校カウンセラー養成講座および，教育相談
事例研究講座を受講している千葉市の教師137
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名を対象に，講座開始前と受講後に実施したア
ンケートを分析している。その結果，問題をも
つ生徒への対処の知り方を知りたいという期待
が大きく，それは講座受講によりおおよそ満さ
れた結果となっているが，実技についての期待
が満たされていないため，実技研修のあり方を
今後の改善点として挙げられている。実技への
期待という点では鈴木ら（1997）の研究が同
様の結果を示している。福島県内の小学校・中
学校・高等学校の現職の教師1,318人に対して，
研修に関するニーズを質問紙調査した結果，回
答者の56.5％が教育相談の研修機会が十分で
はないと答えており，中学校では生徒への技術
的な関わり方の方法の習得などが研修には期待
されていることなどを明らかにしている。しか
し一方で，宮本ら（1987）も教師555名に研修
後にアンケート調査を行った結果，実践的で技
術的な研修内容の評価が高いとしつつも，教師
のニーズに研修内容を合わせるのみならず，理
論を扱う研修の重要さを指摘している。
　清野（2009）は仕事の質や量についての変化，
ストレス発散の程度など教師のメンタルヘルス
の状況について，42名の教師を対象に質問紙
調査をしている。その結果，教師のメンタルヘ
ルスはおおむね維持されてはいるものの強いス
トレスをもち，それをうまく発散できていない
教師が多いこと，教育相談は必要であると感じ
る反面，「時間がかかる」など否定的に捉える
傾向もあることが示されている。また，校内研
修の負担度からは教師にとって研修は増やせば
増やすほど時間的・精神的負担感が増すことも
示されており，教師の教育相談に対する心理的
な負担をやわらげつつ力量向上に向けて取り組
みの必要性を提言している。
　以上，教育相談の研修に関する意識調査を見
たが，教師は教育相談が必要であると感じる反
面，研修を増やすほど教師の時間的・精神的負
担感が増すというジレンマを抱えている状況が
伺われた。そして，研究内容としては教師の研
修ニーズを汲みつつも，生徒対応のスキル獲得

のように教師のニーズに研修内容を合わせるの
みならず，教育相談の理論を扱う研修の重要さ
も指摘されていた。この考えの重要さを裏付け
るためにも，今後は教師のニーズや研修後の満
足度という教師の主観的な感覚についての意識
調査研究だけではなく，教育相談の理論研修の
効果や教育相談研修を受講する教師の負担感と
関連させた研究が望まれるのではないだろう
か。

Ⅲ　まとめと今後の課題

　教師が行う教育相談の研修に関する研究は実
践報告，論考，調査研究とわかれ，調査研究は
４つに分類され，それぞれに教育相談の研修に
関する研究が積み重ねられてきている状況がわ
かった。それぞれの研究の課題をまとめると，
実践報告に関しては実践を次の研修に生かすた
めには単発の研修報告ではなく，継続的な実践
報告が今後必要であると考えられた。論考につ
いては教師が行う教育相談の研修が体系化され
ていない状況が示されており，教育相談の範疇
について議論をしていく必要があると考えられ
る。文献研究については研究自体が少なく，現
在に至るまでの研修内容と方法の変遷の背景を
知るためには，さらなる文献研究の積み重ねが
今後望まれる。研修の効果研究では客観的な行
動面での教師の変化に関する効果研究が見当た
らなかった。さらに研修の効果研究の問題点は，
研修成果を教師の側から評定していることだろ
う。生徒のほうから見たときに，研修を受けた
教師とそうでない教師，あるいは受講前と受講
後の変化について研究した論文が今後望まれ
る。また，校内研修と校外研修との関連に着目
した効果研究の積み重ねも今後重要であると思
われる。さらに，研修の効果はいずれの論文で
も短期間の中で研修効果を見ていたが，研修の
効果は果たしてそのように短期間のうちに発揮
されうるものかという問題もある。研修が教師
自身に根付いた教育相談に効果を与えるには，
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長期的，継続的に効果を見ていくなど，研究手
法の見直しを今後検討してよいのかもしれな
い。実態調査については，研修が時間・方法の
点で統一されていない現状が浮かび上がった。
背景にはスクールカウンセラーの導入や特別支
援教育，総合学習の導入など，ここ十数年のう
ちに教師へのニーズは多様化し，それに伴い，
教育相談研修の内容・方法が大きく変わってき
ていることが分かった。つまり，教育相談の定
義自体が変化してきたともいえるだろう。たと
えば下司ら（2005）はスクールカウンセラー
の配置前後での研修の実際の変化を明らかにし
ているが，その後は全国規模での実態調査は行
われていない。今後は，継続的な全国規模の実
態調査により，研修の実態をその都度調査し，
課題や限界点などを明らかにして，その時代に
即した教育相談として修正していく必要がある
のではないだろうか。意識調査研究では今後は
教師のニーズや研修後の満足度という教師の主
観的な感覚についての意識調査研究だけではな
く，教育相談の理論研修の効果や教育相談研修
を受講する教師の負担感と関連させた研究が望
まれるのではないだろうか。
　最後に，文献レビューを通して教師が行う教
育相談の研修に関する研究課題を見てきたが，
望ましく質の高い今後の研修像を考えるため
は，多面的・包括的な研究と継続性をもつ研究
が求められていたと言える。たとえば，研修の
初級・中級・上級と段階別で行われる研修内容
については必要性が体験的に示されているのみ
で，その段階別の研修内容の必然性について調
査した研究は見当たらなかったが，ここに多面
的で包括的，継続的な視点を導入すれば，一つ
の方法としては教育相談に関する教師の成長プ
ロセスから研修を考えることも有効ではないだ
ろうか。教育相談におけるカウンセリングマイ
ンドの重要さが指摘される中で，教師1人1人
の成長プロセスに目をむけてもよいのではない
だろうか。それは一例であるが，多面的で包括
的，継続的な研究が今後の教育相談研修の質を

高め，ひいては教育現場での教育相談の効果を
生み出していくものと思われる。
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